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登壇 

 

芥川： 本日の説明ですが、まず 2025 年 3 月期決算ならびに今期業績予想ほかにつきまして説明し

た後、中期経営計画 2025 の進捗等を代表取締役社長の中戸川より説明させていただき、その後、

質疑応答の時間とさせていただきます。 

 

 

中戸川：古河機械金属株式会社、社長の中戸川でございます。本日はお忙しい中、当社決算説明会

にご参加くださりありがとうございます。 

当社は、1875 年の創業以来大きな変遷を重ね、現在は機械と素材を中核とした事業を行ってお

り、今年創業 150 年を迎えます。引き続き、投資家の皆様により一層ご理解いただけるよう、IR

の充実を図っていきますので、どうぞよろしくお願いします。 

 



 

本日の説明ですが、前半で前期決算および通期予想について、後半で中期経営計画 2025 の進捗状

況について説明します。 

 

2025 年 3 月期の対前期増減は、売上高は 129 億円増の 2,012 億円、営業利益は 12 億円増の 97 億

円、経常利益は 6 億円減の 97 億円、親会社株主に帰属する当期純利益は 25 億円増の 186 億円と

なりました。  



 

今期予想の概要です。2026 年 3 月期通期予想の対前期増減は、売上高は 82 億円減の 1,930 億円、

営業利益は 27 億円減の 70 億円、経常利益は 27 億円減の 70 億円、親会社株主に帰属する当期純

利益は 136 億円減の 50 億円を予想しております。年間配当金については、今期も 70 円を予定し

ております。 

  



 

2025 年ビジョンの実績推移です。左下のグラフは、各フェーズにおける連結営業利益の最高額と

ROA を示しています。右下のグラフは、連結営業利益最高額を達成した年度の連結有利子負債残

高と、1 株当たり配当金を示しています。 

2025 年ビジョンがスタートした 2017 年度以降、経営環境や事業環境が大きく変動しています

が、フェーズ進行につれ連結営業利益はそれまでの最高額を更新しています。また、成長戦略を支

えるため財務体質の改善にも注力し、2016 年度末時点で 735 億円あった連結有利子負債は、2024

年度末で 560 億円まで削減しました。 

財務体質の改善を進めつつ、株主への持続的かつ安定的な利益還元策も強化しており、第 2 フェー

ズまで 1 株当たり 50 円としていた配当金を、第 3 フェーズの 2023 年度に 55 円へ引き上げ、さら

に 2024 年度は中間配当を実施の上、1 株当たり配当金を 70 円へ引き上げを予定しています。 



 

中期経営計画 2025 で採用した経営指標の進捗はご覧のとおりです。営業利益は未達成ですが、そ

れ以外の指標については中期経営計画の目標を達成しています。主な進捗は後ほど説明します。 

  



 

損益計算書です。売上高、営業利益はこの後、部門ごとに詳細に説明します。経常利益は、為替差

損益の悪化等により、対前期比 6 億円減の 97 億円となりました。 

特別利益は前期に固定資産売却益 134 億円の計上があったものの、政策保有株式の売却に伴う投

資有価証券売却益 170 億円を計上したことなどにより、対前期増加、特別損失は今期にオースト

ラリア旧製錬所跡地周辺住宅地の残留鉛汚染浄化費用の支出に備えて、当該費用見込額 17 億円を

計上したものの、前期は Cariboo Copper 株式譲渡に伴う損失を計上したことから、対前期では減

少し、その結果、親会社株主に帰属する当期純利益は対前期 25 億円増の 186 億円となりました。 



 

貸借対照表です。資産の部において流動資産が 171 億円増となりましたが、固定資産のうち、投

資その他の資産での政策保有株式の一部売却による投資有価証券の減少等により、総資産は 27 億

円減の 2,571 億円となりました。 

負債の部において、流動負債の増加や、固定負債において環境対策引当金の増加があったものの、

繰延税金負債の減少等により、負債合計は 30 億円減の 1,235 億円となりました。 

純資産は、政策保有株式の縮減によるその他有価証券評価差額金の減少等により、その他の包括利

益累計額が 112 億円減となったものの、株主資本の増加により、3 億円増の 1,335 億円となりまし

た。 



 

有利子負債は記載のとおり 23 億円減少し、560 億円となりました。 

連結キャッシュ・フローは、非資金損益項目等の調整後収入の計上がある一方、営業活動に係る資

産・負債の増減による支出、法人税等の純支払額等の計上により、営業キャッシュ・フローは 500

万円のプラスにとどまりました。 

投資キャッシュ・フローでは、有形固定資産の取得による支出がありましたが、投資有価証券の売

却による収入などがあり、150 億円のプラス、財務キャッシュ・フローでは有利子負債の削減や、

自己株式の取得による支出、配当金の支払額の支払等により 92 億円のマイナスとなっています。 



 

部門別業績ですが、売上高は 2024 年 3 月期が好調であったロックドリル部門のほか、電子部門で

減収となりましたが、その他の部門が増収となり、全体では 129 億円の増収となりました。機械

事業全体では 42 億円増の 863 億円、素材事業全体では 83 億円増の 1,087 億円となりました。 

営業利益は、ロックドリル部門、ユニック部門および電子部門で減益となりましたが、主に産業機

械部門および金属部門で増益となり、全体では増益となりました。機械事業全体では 2 億円増の

59 億円、素材事業全体では 4 億円増の 31 億円となりました。 

為替と銅価の実績は記載のとおりです。 



 

今期の通期予想の売上高は、主にロックドリル部門、ユニック部門、電子部門で増収を見込んでい

るものの、円高や金属価格の影響を大きく受ける金属部門で大幅な減収を見込み、全体では減収予

想としています。 

営業利益は、主にユニック部門、電子部門で増益を見込んでいますが、ロックドリル部門と金属部

門で円高の影響に加え、金属部門は銅精鉱の買鉱条件の大幅な悪化も見込み、全体では減益予想と

しています。 

為替と銅価の実績および前提条件は記載のとおりです。 



 

部門別業績の増減をグラフ化したものです。グラフの上段は売上高の増減、下段が営業利益の増減

となっています。 

  



部門別に詳細を説明します。産業機械部門です。2025 年 3 月期の売上高は、マテリアル機械は砕

石プラントの出来高増や破砕機大口案件による増収となったほか、下水処理場向けポンプ設備や橋

梁で既受注案件の出来高に応じた売上高を計上し、大幅に増収となりました。 

営業利益は、前期にマテリアル機械でプラント工事の遅延に伴う追加原価の発生があったため、18

億円の増益となりました。受注残および受注案件は記載のとおりです。 

2026 年 3 月期予想は、売上高は、ポンプは戦略製品の拡販やストック重視の営業施策を推進し増

収、ベルトコンベヤは出来高増を見込み増収も、橋梁やポンプ設備が前期増収の反動により減収と

なり、全体では 5 億円の減収を予想しています。 

営業利益は、利益率の改善などにより前期並みの 23 億円を予想しています。 



 

ロックドリル部門です。2025 年 3 月期の売上高は、国内は油圧ブレーカの出荷増も油圧クローラ

ドリル、トンネルドリルジャンボの出荷減により、3 億円の減収となりました。海外は、東南アジ

アや中近東で油圧クローラドリルの出荷増も、前期好調の北米向け油圧ブレーカおよび油圧クロー

ラドリルの大幅な出荷減により 33 億円の減収となりました。 

営業利益は 13 億円減で、円安効果があったものの、主に北米での減収により減益となりました。 

2026 年 3 月期予想の売上高は、国内は油圧ブレーカや油圧圧砕機が出荷増も、油圧クローラドリ

ルは需要減により前期並みを予想しています。海外は、北米向け油圧ブレーカの大型機種の拡販に

注力し増収を予想しています。 

営業利益は、主に円高の影響により 5 億円の減益を予想しています。 



 

ユニック部門です。2025 年 3 月期の売上高は、国内はトラックの生産遅延が回復傾向で、前期と

比べトラック供給台数が増加したことにより、ユニッククレーンの出荷が増加し増収。海外は、中

近東向けのユニッククレーンの出荷が増加したものの、中国向けのユニッククレーンや北米向けの

ミニ・クローラクレーンの出荷が減少し、減収となりました。全体では 12 億円の増収となりまし

た。 

営業利益は、鋼材などの原材料価格の高騰に対して、値上げ前の製品出荷が続いた結果、原価率が

悪化し、減益となりました。 

2026 年 3 月期予想の売上高は、国内はトラック生産が徐々に回復し、ユニッククレーン、ユニッ

クリアキャリアの出荷増を見込み、増収予想。海外は、北米、東南アジア、中近東での出荷増によ

り増収を予想しています。全体では 16 億円の増収を見込んでいます。 

営業利益は、増収による増益に加え値上げ前の製品出荷が一巡し、増益を予想しています。 



 

金属部門です。2025 年 3 月期の売上高は、電気銅の生産量が対前期 2,487 トン減の 4 万 5,775 ト

ンとなり、販売数量が減少したものの、海外相場の上昇と円安効果で増収となりました。 

営業利益は買鉱条件の悪化も、金属価格変動影響による価格差益の計上に加え、円安効果により増

益となりました。 

2026 年 3 月期予想の売上高は、電気銅の生産量が対前期 699 トン減の 4 万 5,076 トンを見込み、

販売数量がわずかに減少するものの、円高の影響により減収を予想しています。 

営業利益は、買鉱条件の落ち込みによる委託損益の悪化を見込むことに加え、2025 年 3 月期にあ

った金属価格変動影響による価格差益を見込まないため、赤字予想としています。 



 

電子部門です。2025 年 3 月期の売上高は、窒化アルミセラミックスは半導体製造装置向け部品の

需要回復により増収となりましたが、高純度金属ヒ素は輸出の減少、結晶製品は顧客の在庫調整の

影響、コイルは自動車生産台数の伸び悩みにより減収となりました。 

営業利益は、減収により減益となりました。 

2026 年 3 月期予想の売上高は、高純度金属ヒ素は市況が回復、結晶製品は顧客の在庫調整の緩

和、窒化アルミセラミックスは半導体製造装置向け部品の需要増により増収を予想しています。 

営業利益は、増収による増益を予想しています。 



 

化成品部門です。2025 年 3 月期の売上高は、酸化銅はパソコン、スマートフォン、サーバー等の

パッケージ基板向けの需要減少も、銅価上昇や価格改定による単価上昇により増収。亜酸化銅は、

船底塗料向けの需要好調に加え、銅価上昇および価格改定等により増収となりました。 

営業利益は、主に亜酸化銅の増収による増益となりました。 

2026 年 3 月期予想の売上高は、亜酸化銅は船底塗料向けの需要減を見込むものの、AI サーバー市

場を中心に需要が拡大傾向にある酸化銅の増収を見込み、全体では前期並みと予想しています。 

営業利益は、売上高に比例して前期並みと予想しています。 



 

次に、米国関税の影響について説明します。当社グループで米国関税の影響を受けるのは、ロック

ドリル部門とユニック部門になります。ロックドリル部門は、日本から米国に輸出しており、

2024 年度の輸出額は約 60 億円です。ユニック部門は、日本からタイ、そして米国というルートで

輸出しており、輸出額は約 15 億円です。関税率による業績影響よりも、関税による米国景気の減

退が不安材料と捉えており、引き続き注視していきます。 

参考として、当社グループが輸出している製品の競合他社における海外生産拠点を記載しています

ので、ご確認いただければと思います。 

なお、2026 年 3 月期予想には、米国の関税による影響は織り込んでいません。 



 

続きまして、中期経営計画 2025 の進捗状況等について説明します。 

まず、資産効率向上としての政策保有株式の縮減についてです。2024 年 5 月に政策保有株式の連

結純資産に対する比率を 2025 年 3 月末までに 20%未満まで縮減する目標を発表しました。2025

年 3 月末時点において、政策保有株式比率は 2024 年 3 月末の 40.8%から、1 年間で 16.6%まで縮

減し、目標を達成しました。 

今後も資産効率性の改善を図るとともに、保有の必要性が認められなくなった銘柄は売却を行うな

ど、引き続き縮減を進めることで、持続的な成長と長期的な企業価値の向上の実現に努めていきま

す。引き続き、縮減の結果として、政策保有株式の連結純資産に対する比率を開示していきます。 



 

次に、株主還元についてです。配当については、記載の配当歩方針を原則としていますが、2025

年 3 月期は中間配当 30 円、期末配当を、記念配当 10 円を含む 40 円の年間 70 円に増配を予定し

ています。 

また、2026 年 3 月期の配当予想については、中間配当 30 円、期末配当 40 円の年間 70 円配当を

継続する予定です。 

自己株式の取得については、2025 年 2 月 10 日に 2026 年 3 月期までの 3 年間の取得総額を 130

億円程度に目標を増額することを公表しています。2024 年 3 月期は 16 億円、2025 年 3 月期は 34

億円の自己株式取得を行っており、2026 年 3 月期には約 80 億円の取得を見込んでいます。 



 

連結資金収支です。中期経営計画 2025 では、堅固な財務基盤の確立を目指し、中長期的な企業価

値の向上を実現する設備投資の実施や、株主還元に配慮した営業キャッシュ・フローの配分として

左のグラフを公表しています。 

今般、2026 年 2 月までに上限 100 億円または上限 700 万株とする自己株式の追加取得を発表した

ことや、政策保有株式の縮減によるキャッシュインも考慮して、2023 年度から 2025 年度の 3 年

間累計の配分を、右のグラフで示したとおり変更しました。 

営業キャッシュ・フローは中期経営計画 2025 の目標水準から半減の 200 億円を想定しています

が、投資有価証券売却等を見込み、キャッシュインの総額は 530 億円としており、キャッシュア

ウトでは積極的な増配、自己株式の取得の実施により、当初の株主還元総額 100 億円から、倍の

205 億円と、株主還元を強化しています。設備投資についても、3 年間で計画していた投資額を維

持する見込みです。 



 

アライアンス・M&A への投資です。アライアンス・M&A への投資の基本方針は記載のとおりです

が、コア事業と位置付けている機械事業については、連結営業利益の 80%以上を占めることを目

指しており、将来における非連続的な成長を実現するために、アライアンスや M&A の取り組みを

強化しています。 

具体的には、2025 年 5 月 13 日、株式会社アーステクニカ株式の譲渡の検討を開始する基本合意

書の締結について、を発表しました。株式会社アーステクニカは、川崎重工業株式会社の 100%子

会社で、破砕機部門を主体に優れた技術力、高い生産性、豊富な製品ラインナップおよび強固な販

売・サービスネットワークを有しており、主力分野に成長した環境リサイクル分野により、地球環

境保護にも貢献しています。 

既に子会社化に向けた協議を開始していますが、株式会社アーステクニカを当社グループに迎える

ことで、コア事業と位置づける機械事業の第 4 の柱を築くことを展望しています。今後の協議スケ

ジュールは記載のとおりです。 



 

また、2025 年 3 月 27 日、株式会社三井三池製作所の株式取得（持分法適用関連会社化）に関す

るお知らせを発表しました。株式会社三井三池製作所は、荷役運搬機械等を主力とする、産業機械

および装置の製造販売を手がけており、当社グループの産業機械部門およびロックドリル部門の事

業の関連製品を有しています。持分法適用関連会社化により、コア事業と位置づける機械事業の隙

間を埋めて連続性を創り、営業面、生産面でのシナジー効果を見込んでいます。三井三池製作所の

製品群と産業機械、ロックドリル部門の製品群との補完関係は記載のとおりです。 

  



 

次に、2025 年度予想と中期経営計画 2025 で公表した 2025 年度イメージとの営業利益の比較につ

いて説明します。 

機械事業では、2025 年度予想は 2025 年度イメージに比べ 42 億円の減益、素材事業では 20 億円

の減益を見込んでいます。素材事業については主に金属部門によるもので、その要因については先

ほどご説明していますので割愛させていただきます。コア事業と位置付けた機械事業の進捗状況お

よび乖離理由について、次ページ以降で説明します。 



 

ページ左上は、中期経営計画 2025 で発表したバブルチャートで、製品別の 2021 年度実績と 2025

年度イメージとの比較を示しています。バブルの大きさは営業利益額のイメージを表しています。 

左下は、2025 年度予想と 2025 年度イメージを比較したバブルチャートで、2025 年度予想のバブ

ルを薄くし、破線で示しています。各製品における主な乖離理由と対策について説明します。 

産業機械部門です。まず、2025 年度予想で乖離の大きいマテリアル機械については、メインター

ゲットの砕石業界の市況低迷による競争激化で受注が低迷しています。新規開拓・他社入替を狙っ

た西日本エリアは、幅広くターゲットを選定したものの、成果に至らず苦戦しています。 

今後は地域影響力の大きい大手顧客に営業リソースを集中投入し、受注増を目指していきます。ま

た、IoT を活用したビジネスモデル構築に向け、2025 年度より一部顧客にサービスの提供を開始

しました。収集したデータの分析や蓄積したノウハウを活用し、さらなるサービス展開の拡大と収

益化を目指していきます。 

鋼構造物は、前期に橋梁工事が多く進捗したため、2025 年度はその反動減を想定していますが、

大きな乖離はありません。引き続き技術提案力、工事成績評点の向上等により、入札案件の受注確

度を高め、安定的な収益確保を図っていきます。また、入札結果に左右されにくい体制を構築すべ

く、ゼネコン、他の橋梁メーカーからの鋼橋梁製作や鋼製セグメントの拡販を推進します。 



ベルトコンベヤは、トンネル工事、ダム関連工事、河川治水工事等で引き合いが増加しているもの

の、工事の発注遅れにより受注時期がずれ込み低迷しており、中計と乖離が出ています。しかし目

指す方向には手応えを感じており、将来に期待を持っています。 

引き合いのある大型案件の確実な受注のほか、民間需要も含めた中型案件の受注獲得により、受

注・収益の安定化を図っていきます。また、国内調達、生産等により、密閉式吊下げコンベヤ

SICON®のコストダウン、納期短縮も図っていきます。 

 

ポンプはおおむね順調に推移しています。部品販売は想定どおりです。本体販売は、戦略機である

スラリーポンプをストックビジネスの見込める非鉄・化学業界へ投入、中四国地区の営業強化によ

り、他社入替が進展しています。下水処理場向け汚泥ポンプは、全国営業ネットワーク強化による

オーバーホール需要の掘り起こしが奏功しています。 

今後も他社機入替を継続し、半導体・電子部品業界でのシェア拡大を図っていきます。また、稼働

から 30 年以上となる老朽化した下水処理場の増加に伴い、これまで以上に部品需要とともに更新

需要が見込まれます。 

ポンプ設備も順調に推移しています。営業および技術者の人員増強により、西日本エリアでの受注

エリア拡大を進め、前期には新規自治体での受注を獲得しました。今後も持続的な受注獲得に向

け、拡大施策を継続的に推進していきます。 



 

ロックドリル部門です。ブラストホールドリルは、中計との乖離があります。その主な要因は、北

米の需要の一服に加え、米国の政策による景気不透明感もあり、出荷が減少したことによります

が、北米の集中生産・集中販売は着実に推進しています。 

東南アジアは、北米、欧州に続く第 3 の市場として砕石市場創造を目指した営業力強化により、販

売収益は増加傾向にあります。 

2023 年度に拠点を設立した北米西部地区の開拓は効果が出始めており、より一層の強化を図りま

す。北米東部地区は未開拓地域への新規開拓が課題であり、販路拡大に努めていきます。 

油圧ブレーカも中計と乖離が出ています。主要市場である北米の影響による出荷減に加え、ウクラ

イナ復興を見据えていた欧州も、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化に伴う景気悪化もあり出荷

が減少しています。 

利益率の高い大型・超大型機の拡販に注力するとともに、欧州の主要市場、フランス、イギリス、

イタリア、ドイツ以外の地域、東欧などへ販路拡大を図っていきます。 



 

トンネルドリルジャンボは順調に推移しています。大型トンネル工事がピークアウトし、出荷が減

少しているものの、自動化・機械化を実現する高付加価値製品により収益性は向上し、利益水準は

想定どおりに進捗しています。 

整備サービスは、計画を上回っています。国内整備の約 8 割がトンネルドリルジャンボ関連である

ことから、全自動ドリルジャンボ等の高付加価値製品を上市してきたことにより、整備サービスも

増加しています。また、油圧クローラドリルの稼働サポートプログラムは、顧客の生産性向上支援

プロブラムや稼働情報配信サービスが順調に契約数を伸ばしています。今後も DX による更なるサ

ービスプログラムの拡充を図っていきます。 

補用部品も、計画を上回っています。国内、海外ともに主要地域での拡販が奏功しています。ま

た、部品価格の見直しにより収益性も改善しています。 



 

最後に、ユニック部門です。ユニッククレーンは中計と乖離が出ています。国内は、トラック生産

に関わるボディ加工メーカーの生産能力の状況は依然として逼迫しており、当初想定よりもトラッ

クの供給回復は鈍く、不安定な状態が続いています。また、新型トラックへの切替え準備等によ

り、トラックの商談が一時的に停滞しているほか、燃料費高騰、2024 年問題等による物流業者の

設備投資の遅滞で、販売にも影響が出ると見込んでいます。そのような状況においても、原材料の

高騰を売価に適切に反映させ、収益性の維持・向上を図っていきます。 

海外は、東南アジア増販の中心であるベトナムでのトラック供給不足や、中国での不動産市況の低

迷等により、アジアは市況が急速に悪化しています。また、米国関税の影響により、アジア地域の

経済への影響は避けられず、販売が低迷する懸念があります。一方、中東市場への拡販や大型・超

大型機の拡販は計画通りに進展しています。 

今後は、製品の機能強化により新規顧客の獲得や、販売ネットワークの拡充を図っていきます。ま

た、関税問題の影響が比較的軽微な中東での拡販を積極的に展開していきます。 



 

ミニ・クローラクレーンも乖離が出ています。国内は、鉄塔工事業向け等の新規市場開拓の強化に

より、市場規模は拡大してきているものの、業界内での認知向上が課題となっています。今後は製

品アプローチを強化し、市場開拓・普及のスピードアップを図っていきます。 

海外については、北米では徐々に大型ミニ・クローラクレーンの販売が伸長してきていますが、欧

州において新型機の投入が遅延し、競合機との差別化が図れず販売が低迷しています。今後は、ま

ずは市場の再構築を目的として製品の改良を進めるとともに、販売ネットワークの拡充による新規

顧客の取り込みを図っていきます。 

ユニックキャリアは、生産能力向上による納期短縮には努めたものの、トラックメーカーからの供

給は依然として不安定な状況です。今後は、差別化機能をパッケージ化し、製品価値を向上させる

ほか、原材料の高騰を適切に売価に反映し、収益性の維持を図っていきます。 



 

最後に、現在検討を進めている経営理念体系の見直しと次期中期経営計画について説明します。 

現在の経営理念体系は、2015 年の創業 140 周年を機に新たな経営理念と、10 年後のありたい姿を

描いた長期ビジョンを制定しました。創業 150 周年を迎える現在、さらなる先を見据えて経営理

念体系の見直しを検討しています。 

また、現在の長期ビジョンは 2025 年度が最終年度になりますので、新たな長期ビジョンの検討も

進めています。2025 年 11 月に発表できるよう準備を進めていますが、機械事業を成長のコア事業

とする基本方針は変えません。新しい長期ビジョンに基づく次期中期経営計画についても今年度中

に検討を進め、2026 年 5 月に発表する予定です。 

 



 

 

 



 

33 ページから 35 ページは参考情報となりますので、後ほどご確認いただければと思います。 

説明は以上となります。株主、投資家の皆様には、古河機械金属にどうぞご期待いただきますよ

う、今後ともよろしくお願い申し上げます。 

  



質疑応答 

 

柴田 [Q]： SBI 証券の柴田です。 

一つ目が関税影響です。売上の輸出金額がそれなりに大きく、注力している機械事業なので、今の

ところ、お客様から実際に受注および輸出環境でネガティブな声が出ているのか、何かコメントが

あれば。 

二つ目が、32 ページ目の経営理念体系の見直しと次期中計ですが、機械事業を成長コアとする基

本方針は理解できた一方で、売上で依然として大きい金属事業の今後の在り方で、何かコメントで

きるところがあれば、考えを聞かせてほしい。 

中戸川 [A]：まず、関税の影響ですが、先ほどもご説明したとおり、ロックドリル部門が一番大き

な影響を受けます。ただ、足元を見ると、今後の関税のアップで売価が上がるのではないかという

ことで、主力の油圧クローラドリルはかなり引き合いがあると聞いております。 

また、資料にもありますが、競合メーカーとしてはヨーロッパのエピロックが最大ですが、彼ら

も、私どもも、米国に工場はありません。現状では EU は 20%、日本は 24%ですが、そのぐらい

の差であれば問題なく販売はできるのではないかと考えていますし、申し上げたとおり、米国の不

透明さが一番心配なところです。 

また、次期中計ですが、今後、事業ポートフォリオをどう考えるかということも含めて検討してい

くことになります。ただ、それぞれの事業もいろいろ関係先、また社員等ありますので、それらを

見ながら行っていきます。やはり稼ぐ力をいかに高めていくかということが重要だと思っています

ので、そこによくフォーカスをして戦略を練っていきたいと考えています。 

柴田 [Q]：稼ぐ力というのは、利益の絶対金額というよりも資本効率とか、利益率とか、その観点

からも検討ということですか。 

中戸川 [A]：そうです。いろんな事業部門で、製品ごとに利益面で貢献できるかどうか、原価がど

うなのか、製造原価はどうなのか、効率性はどうなのかということがあるので、そこをしっかり見

ながら選択していきたいと思います。場合によれば、それを補完する M&A でもあれば、それも実

行していきたいと考えています。 


